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研究成果の概要（和文）：先住民族の権利に関わる環境紛争は、日本を含めカナダやアメリカ、オーストラリ
ア、ニュージーランドなどで多く見られる。この問題を解決するために、ディプロマシー理論を応用しながら、
インフィニティ形式で継続的に問題のフィルタリングを行うモデルを形成した。それを元に、事例の検証を行っ
た。発展途上国の事例を取り上げ、民族と開発から起こる環境紛争の解決方法について国際協力による研究を行
なった。その結果、2016年以降で、26回の学会発表と、16本程度の論文を学術誌に掲載した。学会誌の特別号編
集を2号行った。さらに30名以上の学生の研究を主査として指導した。

研究成果の概要（英文）：Many environmental disputes that affect Indigenous peoples exist today in 
countries like Japan, the United States, Australia, New Zealand, and Canada. In order to solve these
 problems, my research extended past diplomacy research and incorporated the concept of infinity 
model, in which problem solution can be filtered through in a number of continuous processes. Based 
on this new conceptual design, I examined environmental dispute cases in Canada, Japan, Australia, 
and New Zealand. Also, I collaborated with scholars in developing countries (e.g., Ghana, Kenya, 
China, Sri Lanka) in doing research about their countries and examined conflicts between economic 
interests and environmental problems. As a result, in the last three to four years, I have presented
 conference papers for more than 27 times, published more than 16 academic papers, edited two 
journal special issues. About 30 students also conducted related research and graduated. 
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研究成果の学術的意義や社会的意義
環境紛争解決については、先住民族の権利と結びつけた研究はほぼ皆無である。今回の研究では、法律と倫理の
枠からもアプローチした。これまでに、アメリカの学術専門誌とイギリスの学術専門誌から出版のアプローチが
あった環境紛争問題を法律と倫理の双方からアプローチしていくことは、政策への貢献だけでなく、国際的な文
脈での一般の知的層に重要な貢献をすることができる。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 本申請者が参加してきた Environmental Justice Atlas の作成は、世界各地の研究者と協力して、
世界中の環境紛争に関する情報をデータベース化している。こうした集められた情報をどのよ
うに解析し、紛争解決への新たなフォーミュラを提示できるかという点は、今後の研究成果に
かかっている。特に、先住民族は比較的政治的な力が弱いため、政府の環境開発政策に大きな
影響を受けやすい。また、文化と生活基盤存続への懸念から、各地で抗議行動や法廷闘争が起
こっている。 
 さらに、本研究者は、紛争の問題点を明らかにするだけでなく、その解決と和解後のガバナ
ンス体制に関する案を提唱したいと考えてきた。2014 年 3月、カナダの先住民族の全国組織で
あるメイティー全国評議会の依頼を受けた本申請者は、バンクーバーで開かれた当組織環境委
員会のミーティングに参加し、環境紛争の解決等に資する「インフィニティ型ディプロマシー
理論」の試案を提唱し、参加者から高い評価を得ることができた。つまり、先住民族がカナダ
各地で経験してきた環境紛争を解決するために、本申請者の提唱した理論が有効であるという
意見が得られたわけである。ただ、これをもって他の国の事例でも有効であるとはいえない。
そのため、この試論が他国の状況や多種の環境紛争解決にも有効かどうかを検証したいと考え
るようになった。もしそうであれば、どの程度有効であるのか、あるいはどのような問題点が
あるのかを明らかにしたい。つまり、実証研究に関心を持つようになったわけである。 
 
２．研究の目的 
 資源開発をめぐり地元住民や先住民族との間に環境紛争が起きているが、こうした紛争をウ
ィンウィンの構図で解決し、その後ステークホルダー間で持続的に友好協力関係を維持するこ
とは可能だろうか。もしそうであれば、どのようなガバナンス体制を構築する必要があるのだ
ろうか。この疑問に答えるため、本研究では環境紛争解決とその後のガバナンス体制として有
効であると考えられる「インフィニティ型ディプロマシー」理論を提唱し、事例研究や研究者・
先住民族との意見交換からその有効性を実証し、先進国だけでなく、発展途上国の政策へも大
きく貢献できる研究成果を創出するのが主な目的である。 
 
３．研究の方法 
 本研究では、フィールド調査・文献調査から情報を収集した。また、その結果を整理し、学
術論文へ結びつけた。事例研究と同時に、4 年間を通して松井の提唱する「インフィニティ型
ディプロマシー理論」の実証を行った。各年度末には、年度の活動成果をウェブサイトや一般
向け情報誌などを通して発信しただけでなく、学会発表や論文投稿を行うことで学術的貢献を
行った。また、発展途上国の行政機関へも、独自のルートを通して意見交換を行い、情報発信
した。 
 
４．研究成果 
 先住民族の権利に関わる環境紛争は、日本を含めカナダやアメリカ、オーストラリア、ニュ
ージーランドなどで多く見られる。この問題を解決するために、ディプロマシー理論を応用し
ながら、インフィニティ形式で継続的に問題のフィルタリングを行うモデルを形成した。それ
を元に、事例の検証を行った。当初は、カナダや日本、アメリカなどの国の事例を中心に考え
ていたが、研究期間中、発展途上国の事例をも取り上げるようになった。そこで、民族と開発
から起こる環境紛争の解決方法について国際協力による研究を行なった。その結果、2016 年以
降で、27 回程度の学会発表と、16本の論文を学術誌に掲載した。学会誌の特別号編集を 2号行
った。さらに 30 名以上の学生の研究を主査として指導し、この分野に関わる研究シーズの拡大
をすることができた。 
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